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　近年，社会調査にはインターネットを利用したオンライン調査が広く活用されるようになっている。しかし，人々
のインターネット利用に関する調査においては，オンライン調査には対象者の代表性の問題や測定精度の問題が指摘
されている。本稿では，現状の青少年インターネット利用環境に関する調査において，オンライン調査の結果にどの
ような特徴があるのかを明らかにすることを目的として，内閣府の調査におけるオンライン調査による回答が回答全
体との間にどのような違いがあるかを検討した。検討の結果，青少年を対象とした調査においても保護者を対象とし
た調査においても，オンライン調査による回答には偏りが見られることが確認された。
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1.　は　じ　め　に
　近年，社会調査におけるコスト削減等の目的で，従来
の対面調査や書面による調査でなくインターネットを利
用した調査（以下，「オンライン調査」と呼ぶ）が活用
されることが多くなっている。政府においても，2014年
に閣議決定された第Ⅱ期の「公的統計の整備に関する基
本的な計画」において，オンライン調査の推進が掲げら
れ，「統計調査実施の企画に際しては，オンライン調査
の導入を検討することを原則とする」とされ，各種調査
においてオンライン調査が活用されている。
　大隅（2006）が整理しているように，オンライン調査
には簡便性，速報性・迅速性，経費の低減化，微妙な質
問への回答取得可能性の高さ，双方向性等の利点がある
一方で，調査対象の選定，不正回答の恐れ等の欠点が指
摘されてきた。特に，調査会社があらかじめ登録された
モニター集団を対象とするオンライン調査においては，
埴淵ほか（2015）が指摘するように，調査対象者の代表
性の問題や測定精度の問題が見られる。
　特に人々のインターネット利用に関する調査に関して
は，オンライン調査を行う場合，調査対象者の代表性が
懸念される。モニター集団を対象とした調査の場合，そ
もそもオンライン調査のモニターに登録している者は日
頃から積極的にインターネットを活用している者である
可能性が高いと考えられ，インターネット利用に関して
偏りのある集団を調査対象としてしまうと考えられる。
他の方法による調査とオンライン調査とを回答者が選択
できる場合においても，選択された調査方法によって結
果が異なる可能性があり，結果の解釈に注意が必要で
ある。
表１　青少年のインターネット利用に関する主な調査と
調査方法
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査主体 調査名称 調査方法 備考
内閣府
青少年のインターネット利用
環境実態調査
面接調査（青少
年のみ），書面
調査（保護者の
み），オンライン
調査
毎年実施
総務省情報通
信政策研究所
中学生のインターネットの利
用状況と依存傾向に関する
調査
学校における書
面調査
2015年実施
総務省情報通
信政策研究所
高校生のスマートフォン・ア
プリ利用とネット依存傾向に
関する調査
学校における書
面調査
2014年実施
総務省情報通
信政策研究所
青少年のインターネット利用
と依存傾向に関する調査
オンライン調査 2013年実施
総務省情報通
信政策研究所
青少年のインターネット・リテ
ラシー指標　実態調査編
学校における
CBT調査
2012年実施
MMD研究所
中高生のスマホ・ネットにお
ける情報接触と興味・関心
オンライン調査
2017-2018
年実施
MMD研究所，
インテルセキュ
リティ
中学生のスマートフォン利
用実態調査
オンライン調査 2016年実施
デジタルアーツ
未成年の携帯電話・スマー
トフォン利用実態調査
オンライン調査 毎年実施
ベネッセ教育
総合研究所
中高生のICT利用実態調査
2014
学校経由の紙面
調査
2014年実施
表1　青少年のインターネット利用に関する主な調査と調査方法
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　しかしながら，これまでこの種の調査に関して，調査
方法による影響の検討はほとんどなされないまま，オン
ライン調査が広く導入されている。青少年のインター
ネット利用に関する主な調査と調査方法は，表１の通り
である。内閣府や総務省情報通信政策研究所といった政
府機関による調査においては，調査員による対面調査や
書面による調査とオンライン調査やCBT調査といった
情報機器を活用した調査が併用されていることがわかる。
民間企業による調査では，毎年何らかの調査を行ってい
るMMD研究所やデジタルアーツがオンライン調査を行っ
ているのに対し，単発の調査となったベネッセ教育総合
研究所については学校経由の紙面調査となっている。
　政府機関による調査においては，「公的統計の整備に
関する基本的な計画」においてオンライン調査を推進す
る方針が定められているものの，青少年のインターネッ
ト利用に関する調査へのオンライン調査の導入に慎重な
姿勢が見られる。内閣府の調査ではオンライン調査が一
部導入されているものの，回答総数のうちオンライン調
査による回答の割合は青少年で2.4%，保護者では0.6%
にとどまっており（平成30年度調査），オンライン調査
は補助的な回答回収手段としてしか使われていない。総
務省情報通信政策研究所の調査でも，2013年の調査でオ
ンライン調査がなされていたものの調査報告書には「本
調査はオンラインアンケートであり，母数となる調査パ
ネル自体が，比較的ネットに馴染んでいる層であると想
定されることから，全ての値が高めになっている可能性
がある」と明記されていた。そして，同研究所のその後
のこの種の調査では，オンライン調査は使われず，書面
による調査がなされている。
　民間企業による調査においては，おそらくコストの問
題で，オンライン調査が継続されている状況が見られる。
　青少年のインターネット環境は今後もめまぐるしく変
化することが考えられることから，定期的に調査を行っ
て実態を把握し，政策に反映していくことが求められる。
このために，低コストで実施できるオンライン調査への
期待は今後も高まっていくであろう。
　では，面接調査や書面調査と比較してオンライン調査
の結果にはどのような特徴があるのだろうか。
2.　目的と方法
　本稿の目的は，現状の青少年インターネット利用環境
に関する調査において，オンライン調査の結果にどのよ
うな特徴があるのかを明らかにすることである。
　この目的のため，内閣府が2018年11月から12月に実施
し，2019年２月に速報を３月に正式版を公表した「平成
30年度青少年インターネット利用環境実態調査」につい
て，オンライン調査によって得られた回答が，全体の回
答とどのように異なるかを確認し，考察することとする。
この調査は，政府等が青少年インターネット利用環境整
備に関する施策を検討する際に利用されることが多いも
のであり，面接調査あるいは書面による調査とオンライ
ン調査が併用されていることから，本稿の目的によく適
合していると考えられる。
　当該調査は，青少年調査，保護者調査，低年齢層調査
の３種の調査から成っており，各調査の対象者，調査方
法，回収結果は表２の通りである。訪問による面接調査
あるいは書面による調査を基本としながら，訪問時間等
が合わない場合等にオンライン調査（WEB調査）や郵
送による回収がなされている。低年齢層調査においては
オンライン調査による回収が４名にとどまっていること
から本稿での対象とはせず，残りの青少年調査及び保護
者調査を対象とする。また，保護者調査においては一部
郵送回収法も使われているが，本稿はオンライン調査の
結果の特徴を明らかにすることを目的とすることから，
郵送回収法の特徴については検討の対象としない。
表２　平成30年度青少年のインターネット利用
環境実態調査の調査概要
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
青少年調査 保護者調査 低年齢層調査
調査対象
満10歳から満17歳の青
少年(5,000人)
左記青少年と同居する
保護者(5,000人)
0歳から満9歳の子供と
同居する保護者(3,000
人)
調査方法
原則として，調査員によ
る個別面接聴取法で調
査を実施．ただし，調査
協力を得られたものの
訪問時間等が合わない
場合には，WEB調査法
を併用．
回収結果
3,079人(61.6%)
・個別面接聴取法
3,006人(60.1%)
・WEB調査法 73人
(1.5%)
3,445人(68.9%)
・訪問配布訪問回収法
3,385人(67.7%)
 ・WEB調査法 21人
(0.4%)
・郵送回収法 39人
(0.8%)
2,274人(75.8%)
・訪問配布訪問回収法
2,229人(74.3%)
・WEB調査法 4人
(0.1%)
 ・郵送回収法 41人
(1.4%)
原則として，調査員による訪問配布訪問回収法
で調査を実施．ただし，調査協力を得られたもの
の訪問時間等が合わない場合には，WEB調査
法及び郵送回収法を併用．
　具体的な方法としては，内閣府及び調査会社の協力を
得て，主要な質問項目について調査項目ごとの回答率及
びオンライン調査による回答に回答全体と比較して有意
差が見られるか否かについてのデータの提供を受け，こ
のデータについて確認及び考察を行うこととする。検定
手法は，一部従属な比率の差の検定である。
3.　結果と考察
3.1.　青少年調査
　青少年調査におけるオンライン調査の特徴は，表３の
通りである。
　素朴にはインターネットの利用率やスマートフォンの
所有率についてオンライン調査の回答者のほうが高いこ
とが考えられるが，これらについてオンライン調査によ
る回答は全体より高かったものの，全体との有意差は見
られなかった。この点だけを見れば，青少年のインター
ネットに関してオンライン調査を行うことが許容されう
るように思えるかもしれない。
　だが，オンライン調査の回答者については，地図・ナ
ビゲーションやショッピング・オークション等の利用が
多いこと，利用時間が長いこと，トラブルの経験者が多
いこと，家庭でインターネット利用のルールがない場合
が多いといった傾向が有意に見られることから，インター
ネット利用のあり方において回答者全体の中で特異な傾
向をもっていると考える必要がある。すなわち，オンラ
イン調査の回答者には，日常的にインターネットを自由
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青少年のインターネット利用に関する調査に調査方法が与える影響
かつ積極的に利用しており，そのためにトラブルに遭う
ことも多いといった傾向があると言える。
表3　青少年調査におけるオンライン調査の主な特徴
 
全体 オンライン調査
Q1-1 インターネット利用があるか
　あり 93.2% 98.6%
　なし 6.8% 1.4%
Q1-2 利用機器（スマートフォン及び有意差があったもののみ記す）
　スマートフォン 67.4% 77.8%
　格安スマートフォン 3.6% 8.3% +
　契約切れスマートフォン 6.4% 12.5% +
　据置型ゲーム機 12.7% 22.2% +
Q2 機器は自分専用である（有意差があったもののみ記す）
　スマートフォン 79.9% 100.0% +
Q3 スマートフォンでのインターネットの利用目的（有意差があったもののみ記す）
　地図・ナビゲーション 30.7% 48.2% ++
　音楽視聴 65.0% 80.4% +
　動画視聴 77.1% 89.3% +
　ショッピング・オークション 14.8% 26.0% +
Q4 スマートフォンの平日一日の利用時間
　1時間未満 18.8% 7.1% -
　1〜2時間未満 21.1% 8.9% -
　2〜3時間未満 21.7% 19.6%
　3〜4時間未満 16.9% 19.6%
　4〜5時間未満 8.2% 1.8%
　5時間以上 9.9% 21.4% ++
　わからない 3.3% 21.4% ++
Q4-2 目的別インターネット利用時間
　勉強・学習・知育 59.4% 66.7%
　趣味・娯楽 90.4% 80.6% --
　コミュニケーション 67.1% 75.0%
　その他 19.6% 31.9% ++
　わからない 3.2% 13.9% ++
Q5 インターネットを通じた行動（有意差があったもののみ記す）
　悪口のメール、書き込みをした 0.9% 4.2% ++
　SNS等で自分の情報を書き込んだ 8.8% 16.7% +
　親に話しにくいサイトを見た 2.0% 6.9% ++
　ゲームやアプリでお金を使いすぎた 2.5% 8.3% ++
　知らない人や店からメールが来た 11.5% 26.4% ++
　迷惑メールが送られてきた 14.9% 30.6% ++
　ネットで知り合った人とやりとりした 12.4% 30.6% ++
　勉強集中できない、睡眠不足になる 13.0% 27.8% ++
　あてはまるものはない 63.6% 36.1% --
Q6-1 家でインターネット利用上ののルールを決めているか
　はい 58.8% 47.2% -
　いいえ 38.3% 36.1%
　わからない 3.0% 17.7% ++
Q6-2 家で決めているルール（有意差があったもののみ記す）
　メールやメッセージを送る相手 13.8% 29.4% ++
　困ったときには保護者に相談する 28.7% 47.1% +
Q7-1 インターネットの危険性に関する学習の機会があったか
　はい 88.7% 80.8% -
　いいえ 9.1% 9.6%
　わからない 2.2% 9.6% ++
Q7-2 危険性に関して学んだ機会（有意差があったもののみ記す）
　親（保護者） 26.8% 40.7% +
　兄弟・姉妹 2.1% 6.8% ++
Q8 危険性について学んだ内容（有意差があったもののみ記す）
　親に話しにくいサイトに関する問題 34.5% 50.8% ++
　児童の性的被害に関する問題 47.8% 69.5% ++
　ネット上のコミュニケーションに関する問題 75.4% 86.4% +
　インターネットの過度の利用に関する問題 43.5% 57.6% +
　フィルタリングの必要性や有効性 27.5% 40.7% +
Q9 危険性に関して知りたいテーマ（有意差があったもののみ記す）
　親に話しにくいサイトに関する問題 7.6% 20.5% ++
　児童の性的被害に関する問題 9.2% 16.4% +
　ネット上のコミュニケーションに関する問題 20.8% 31.5% +
　インターネットの過度の利用に関する問題 15.3% 26.0% +
　電子商取引に関する問題 14.0% 21.9% +
　フィルタリングの必要性や有効性 11.7% 19.2% +
　新しい機器やサービスの情報、危険性 20.0% 37.0% ++
Q10 危険性に関する学習の希望する内容・形式（有意差があったもののみ記す）
　短時間で説明してほしい 27.1% 52.1% ++
（++及び--は99%有意水準で、+及び-は95%水準で、有意差があったことを示す。）
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　また，オンライン調査の回答者については，格安スマー
トフォン（保護者のスマートフォンについての知識が豊
富であるために選択されている可能性がある）や契約切
れスマートフォン（基本的に，家族が以前に使用してい
たものと考えられる）の利用者が多いこと，困ったとき
には保護者に相談するというルールがある者が多く，家
族からインターネットの危険性を学んでいることが多い
ことから，家族がインターネット利用について知識や経
験が豊富である傾向や，青少年の積極的なインターネッ
ト利用に抵抗がない傾向がうかがわれる。
　以上のように，オンライン調査の回答者には，回答者
全体とは異なる傾向が見られる。このため，青少年イン
ターネット利用に関しては，オンライン調査によって得
られた回答を全体の回答を代表するものとして捉えるこ
とは困難であることがわかる。
　なお，オンライン調査の回答の中に「わからない」と
いう回答が有意に多い項目が複数見られることにも注目
する必要がある。この調査においては，原則として調査
員による訪問調査がなされており，調査対象者である青
少年が質問項目の理解が難しい場合には，調査員が質問
項目について補足説明することが可能である。このため，
訪問調査においては質問項目の意味がわからないという
意味での「わからない」は生じにくい。他方，オンライ
ン調査においては回答者が自分の力で質問項目を読み取
る必要があり，質問項目の意味がわからない場合には「わ
からない」を選択する可能性が高いと考えられる。この
ことから，オンライン調査において「わからない」とい
う回答が多かった項目については，質問をわかりやすく
する等の対応が検討されることが望ましい。
3.2.　保護者調査
　保護者調査における主な特徴は表４の通りである（有
意差の見られない項目は，一部を除き省略した）。
　子どものインターネット利用の有無，子どもの利用機
器，家でのルールの有無，インターネットの危険性につ
いての学習機会等，青少年の基本的なインターネット利
用環境に関しては，オンライン調査には調査全体との間
で有意差は見られなかった。このことから，保護者を対
象としてその子どもの基本的なインターネット利用状況
について調査する場合に関しては，オンライン調査を実
施しても大きな偏りが生じない可能性があると言える。
表４　保護者調査におけるオンライン調査の主な特徴
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
全体 オンライン調査
Q1-1 子どものインターネット利用があるか
%0.001%7.29りあ　
%0.0%3.7しな　
Q1-2 利用機器（全項目有意差なし，スマートフォンのみ記す）
%2.67%1.76ンォフトーマス　
Q2 機器は自分専用である（スマートフォン及び有意差があったもののみ記す）
%8.39%2.67ンォフトーマス　
++%4.44%1.41ンコソパトーノ　
Q3-1 家でインターネット利 上ののルールを決めているか
%4.17%2.47いは　
%6.82%5.32えいい　
%0.0%9.0いならかわ　
Q7 機器の入手方法（該当者10名以上の項目で有意差があったもののみ記す）
　スマートフォン：オンラインや通信販売 2.4% 12.5% ++
Q9 フィルタリングについて感じていること（有意差があったもののみ）
++%6.82%8.01便不めたるれさ限制がスビーサ　
Q10-1 インターネットの危険性に関する学習の機会があったか（保護者自身について）
%0.18%5.67いは　
%0.91%7.91えいい　
%0.0%3.3いならかわ　
Q10-2 危険性に関して学んだ機会（有意差があったもののみ記す）
　 ++%9.5%4.0病院
++%4.92%2.01料資の時入購の器機　
+%5.32%7.8人友　
+%2.14%9.02トッネータンイ　
Q12 危険性に関して知りたいテーマ（有意差があったもののみ記す）
　青少年に不適切なサイトの閲覧の問題 45.5% 19.0% -
Q13 危険性に関する学習の希望する内容・形式（有意差があったもののみ記す）
　後でいつでも読める資料配付形式 30.3% 52.4% +
Q14 フィルタリングについて知っていたか
+%0.18%2.65たいてっ知　
%0.91%7.63たいてっ知くなとんな　
%0.0%8.6たっかなら知くたっま　
%0.0%4.0答回無　
（++及び--は99%有意水準で，+及び-は95%水準で，有意差があったことを示す．）
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　しかしながら，オンライン調査による回答者には全体
と比べ，子どもにノートパソコンを使わせている割合が
高い，子どものスマートフォンをオンラインあるいは通
信販売で購入している，インターネット上の意見につい
て多様な機会で学んでいる，フィルタリングについて知っ
ている等の特徴が見られた。こうしたことから，オンラ
イン調査による回答者は全体と比べ，インターネットに
ついての知識が豊富であり，日頃から青少年のインター
ネット利用に関する情報を意識することが多いことがう
かがわれる。このことから，保護者調査においても，オ
ンライン調査を実施した場合，ある程度の偏りが生じう
ると言える。
4.　結　　論
　内閣府の青少年インターネット利用環境実態調査にお
いては，青少年調査においても保護者調査においても，
一部の項目においてではあるが，オンライン調査による
回答に回答全体とは異なる傾向が見られた。オンライン
調査独特の傾向には，青少年本人や保護者が日頃からイ
ンターネットを積極的に利用している傾向が高いことと
関連していることが多いと考えられる。こうしたことか
ら，青少年インターネット利用に関する調査においてオ
ンライン調査の活用には慎重であるべきことが示唆さ
れた。
　ただし，本稿が対象としたのは，特定の調査の1回限
りのデータであり，対象とした調査ではオンライン調査
が補助的で扱われているだけであったことから，本稿の
結果を一般化することには限界がある。また，オンライ
ン調査に関しても，あらかじめ登録されたモニター集団
を対象としたオンライン調査のように異なる方法による
オンライン調査については検討ができていない。青少年
インターネット利用に関する調査においてもオンライン
調査が今後ますます求められることから，引き続き，オ
ンライン調査のあり方について研究がなされる必要がある。
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